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中小企業再生支援協議会スキームの概要

第１　中小企業再生支援協議会とは

　中小企業再生支援協議会（以下「支援協」といいます。）と

は、産業競争力強化法（以下「産競法」といいます。）１３５条

に基づき、都道府県ごとに設置されている機関で、国から委

託を受けた商工会議所等が支援業務部門を組織し、事業再

生を志向する中小企業からの相談に応じるほか、適当と認め

られる事案に関しては、再生計画策定支援を行っています。

　本稿では、この支援協による支援を通じて私的整理を行う

ことを、「中小企業再生支援協議会スキーム」（以下「支援協

スキーム」といいます。）と呼称しています。支援協スキーム

は、事業再生ＡＤＲ等と同じく、いわゆる準則型私的整理手続

の一種で、「中小企業再生支援協議会事業実施基本要領1」

（以下「基本要領」といいます。）に基づき運営されています。

平成３０年度においても約１０００件の企業について再生計画

策定支援が完了し、支援協スキームによる事業再生が行わ

れていますが、支援協スキームは、他の私的整理手続と同

様、事業価値の維持のため、原則として金融債権者のみを

対象とする非公開の手続のため、具体的に対象となる企業の

範囲や手続の進行等はあまり知られていないかと思われます

ので、ここでご紹介します。

第２　支援協スキームの対象となる企業

　支援協スキームは、①中小企業であり、かつ、②過剰債

務、過剰設備等により財務内容の悪化、生産性の低下等が

生じ、経営に支障が生じ、もしくは生じる懸念があり、③再生

の対象となる事業に収益性や将来性があるなど事業価値が

あり、関係者の支援により再生の可能性がある企業が対象と

なります。

　また、対象となる債権者に対し、債権放棄や債務の劣後化

（いわゆるデット・デット・スワップ（ＤＤＳ）。あわせて以下「債

権放棄等」といいます。）の要請を含む再生計画の策定を支

援する場合は、上記に加え、④過剰債務を主因として経営困

難な状況に陥っており、自力による再生が困難であること、⑤

法的整理を申し立てることにより相談企業の信用力が低下

し、事業価値が著しく毀損するなど、再生に支障が生じるお

それがあること、⑥法的整理の手続きによるよりも多い回収を

得られる見込みがあるなど、対象債権者にとっても経済合理

性があることが要件となります（基本要領６（１））。特に足許の

業績が芳しくない中小企業は、自社に事業価値がないと再

生を諦めがちですが、経営改善により将来性さえあれば利用

できる手続です。

　なお、「中小企業」該当性については、業種と資本金、常時

使用する従業員数により以下の表のとおり判断されますの

で、ご参照ください（産競法２条１７号）。

第３　支援協スキームのメリット・デメリット

１　債務者側から見たメリット

　支援協スキームは、上記のとおり原則として金融機関のみを

対象とする非公開の手続（支援協や金融機関は、法律上又

１：https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/saisei/2018/180925saisei1.pdf（令和元年１２月１６日最終閲覧）

主たる業種 資本金 従業員

製造業・建設業・運輸業等 3億円以下

or

300人以下

卸売業 1億円以下 100人以下

サービス業 5000万円以下 100人以下

小売業 5000万円以下 50人以下

※ゴム製品製造業、ソフトウェア業、情報処理サービス業、
旅館業に例外あり

PROFILEはこちら
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は契約上守秘義務を負うので、そこから外部へ情報漏洩する

ことはありません。）ですので、法的整理と違い、取引債権者を

巻き込まないという意味で、事業価値の毀損を最小限に抑え

つつ事業再生を図れるというメリットがあります。また、事業再

生ＡＤＲと比べて手続コストが安く、場合により補助金の対象と

もなり得ること、全都道府県に拠点があり活用しやすいこともメ

リットといえます。

　債権放棄等を要請することが困難な純粋私的整理と違い、

一定の基準を満たせば債権放棄等を要請し得る点も、債務

者側から見たメリットといえるでしょう。

２　債権者側から見たメリット

　対象債権者となる金融機関の側から見ても、対象企業の破

産を回避して弁済率が向上し、もって経済合理性が図られる

こと、中立・公平な機関である支援協を介した対話を通じ、透

明性・公平性を高めることができること等のメリットがあります。

３　他の手続を検討すべき場合（デメリット）

　支援協スキームは、上記のとおり債務者・債権者両面からメ

リットのある手続ですが、金融機関以外の債権者を巻き込ま

ない手続である点や、私的整理であるため対象債権者全員

の同意が必要である点等から、以下のような事例では、他の

手続を経ることを検討すべきといえます。

①　対象債権者への弁済を停止するのみでは、資金繰りの

の維持が難しいケース

②　経営改善のための不採算部門整理に際し、多額のコス

トを要し、そのことにより資金繰りの維持が困難なケース

③　不適切会計等の不誠実行為等により、私的整理に非

協力的な債権者がいるケース

④　株主の理解を得ることが困難なケース

　なお、上記③に関しては、筆者の経験上、単に粉飾等の不

適切会計があるという一事だけで、支援協スキームの採用を

全面的に否定する金融機関は殆どないように思われます。こ

の点は、金融機関一般が、不誠実行為を行った債務者に寛

容であるということを意味するものではなく、このような債務者

は、支援協スキームに入った後、通常の企業以上に透明性

を高め、説明責任や経営責任をきっちりと果たす必要がある

のは言うまでもありませんが、粉飾等があったとしても、その

後に過去を反省して「膿」を出し切り、対象債権者と徹底した

対話を行って支援協スキームによる事業再生を果たした企業

は複数存在するところです。

第４　支援協スキームの手続の流れ

１　窓口相談（第一次対応）

　支援協は、どのような再生支援を行うべきかに関して、広く窓

口相談を受け付けています。中小企業自身が単独で、あるいは

メインバンクと同行して相談を行う事例が多いようです。

　窓口相談に当たっては、最低限、①会社概要、②税務申告

書・決算書（直近３期分）、③進行期の試算表、④資金繰り表

（直近の実績・当面の見込み）、⑤金融債権者一覧表（残高、

月次の元利金返済額、担保の状況が分かる資料）を準備して

おくと効率的です。

２　再生計画策定支援（第二次対応）

（１）再生計画作成の流れ

　窓口相談の結果、上記第２の①ないし③に記載の企業に

該当すると認められれば、支援協により、主要な金融機関へ

の意向確認が行われた後、再生計画策定支援が実施されま

す。

　支援協による再生計画策定支援には、支援協の選定する

外部専門家を含む個別支援チームが、対象企業のデューデ

リジェンス・再生計画案策定のイニシアティブをとる「原則型」

と、対象企業が実施したデューデリジェンスと再生計画案の

内容を個別支援チームが検証する「検証型」の２つのパター
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ンがあります（基本要領６（４））。

（２）再生計画の内容

　再生計画は、対象企業の自助努力を反映したものであり、か

つ、原則として、①５年以内債務超過解消、②３年以内の経常

黒字転換、③債務超過解消時点における有利子負債の

キャッシュフロー比率が概ね１０倍以下のもので、④経営責任

が明確化されているものである必要があります（基本要領６

（５）①ないし④）。

　なお、再生計画において債権放棄等を求める場合には、上

記に加え、⑤株主責任の明確化、⑥債権者平等、⑦清算価

値保障（経済合理性）という要件も必要になるところです（基

本要領（５）⑥ないし⑧）。

　支援協における再生計画は、債権放棄を内容とせず、いわ

ゆる返済のリスケジュールを中心とするものが多いと言われて

いますが、上記のとおり債権放棄等の要請を内容とする再生

計画も許容されており、スポンサーによる対象企業の事業の

譲り受けを内容とする再生計画（いわゆる第二会社方式）も一

定数存在します。

（３）債権者集会と再生計画の成立

　支援協は、第二次対応開始時、デューデリジェンス結果の

報告時、再生計画案の説明の際など、必要に応じて債権者

集会を開催します。対象企業は、債権者集会の都度（必要に

応じて集会の合間に個別に）、金融機関に必要な情報の開

示を行うことになります。

　その上で、再生計画案が策定された際には、対象債権者

全員の参加（場合により持ち回りも可）による債権者会議が開

催され、全対象債権者が書面により再生計画案に同意した

場合に、再生計画が成立することになります（基本要領６（７）

①及び②）。

　なお、再生計画策定支援にかかる標準処理期間は６か月

（検証型は４か月）とされています（基本要領６（８）①）。

（４）モニタリング

　再生計画成立後、支援協は、必要に応じて外部専門家の

支援を受け、対象企業の再生計画における事業計画の達成

状況をモニタリングします（概ね３年程度。基本要領８（１））。

第５　保証債務の整理（経営者保証ガイドライン）

　支援協においては、対象企業の負う主たる債務の整理と同

時に又は単独で、経営者等の負う保証債務につき、経営者

保証ガイドラインに基づく一体的な整理を実施しています（基

本要領９）。

　特定調停等別途の手続を経ることなく債務整理を一体的に

行えますので、比較的簡便な手続で保証債務を処理できると

ころに特徴があります。
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